
JP 2021-115735 A 2021.8.10

10

(57)【要約】
【課題】接地面形状及び接地圧分布の適正化を図れる、
タイヤ用モールド４８の提供。
【解決手段】このモールド４８のトレッド形成面５６で
は、少なくとも３面の陸面形成部６８のうち、２つの凸
条６６の間に位置する陸面形成部６８の輪郭が外向きに
凸な単一の円弧で表される。２つの凸条６６のうち、一
方が幅広凸条６６ｗであり、他方が幅狭凸条６６ｎであ
る場合、少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、少
なくとも３面の陸面形成部６８と接する面を、トレッド
形成面５６の基準面ＦＢＬとしたとき、基準面ＦＢＬか
ら陸面形成部６８の幅広凸条６６ｗ側の端Ｐｆｗまでの
ドロップ距離ＭＤＷは、基準面ＦＢＬから陸面形成部６
８の幅狭凸条６６ｎ側の端Ｐｆｎまでのドロップ距離Ｍ
ＤＮよりも長い。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　路面と接触するトレッド面を有するトレッドを備え、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向
に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記トレッドに刻むことで少なくとも３本の陸部
が前記トレッドに構成され、前記トレッド面が、前記少なくとも２本の周方向溝と、前記
少なくとも３本の陸部の外面である、少なくとも３面の陸面とを含む、タイヤの製造に用
いられるモールドであって、
　前記トレッド面を形づける、トレッド形成面を備え、
　前記トレッド形成面が、前記少なくとも２本の周方向溝を形成する、少なくとも２本の
凸条と、前記少なくとも３面の陸面を形成する、少なくとも３面の陸面形成部とを備え、
　前記少なくとも３面の陸面形成部のうち、２つの凸条の間に位置する陸面形成部の輪郭
が外向きに凸な単一の円弧で表され、
　前記２つの凸条のうち、一方の凸条が他方の凸条よりも幅が広い幅広凸条であり、他方
の凸条が一方の凸条よりも幅が狭い幅狭凸条である場合、
　少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面形成部と接する
面を、前記トレッド形成面の基準面としたとき、
　前記トレッド形成面の基準面から前記陸面形成部の前記幅広凸条側の端までの距離であ
る幅広側ドロップ距離ＭＤＷが、前記トレッド形成面の基準面から前記陸面形成部の前記
幅狭凸条側の端までの距離である幅狭側ドロップ距離ＭＤＮよりも長い、タイヤ用モール
ド。
【請求項２】
　前記凸条の幅が９ｍｍ以上１２ｍｍ以下である場合、前記幅狭側ドロップ距離ＭＤＮが
０．０１ｍｍ以上であり、前記幅広側ドロップ距離ＭＤＷが０．３ｍｍ以下であり、
　前記凸条の幅が１２ｍｍを超える場合、前記幅狭側ドロップ量ＭＤＮが前記幅狭凸条の
幅ＭＲＮを用いて表される下記の式（ＭＮ１）を満たし、前記幅広側ドロップ距離ＭＤＷ
が前記幅広凸条の幅ＭＲＷを用いて表される下記の式（ＭＷ１）を満たす、請求項１に記
載のタイヤ用モールド
　式（ＭＷ１）
　０．０３４４×ＭＲＷ－０．４０９４≦ＭＤＷ≦０．０３４４×ＭＲＷ－０．１０９４
　式（ＭＮ１）
　０．０３４４×ＭＲＮ－０．４０９４≦ＭＤＮ≦０．０３４４×ＭＲＮ－０．１０９４
【請求項３】
　路面と接触するトレッド面を有するトレッドを備え、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向
に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記トレッドに刻むことで少なくとも３本の陸部
が前記トレッドに構成され、前記トレッド面が、前記少なくとも２本の周方向溝と、前記
少なくとも３本の陸部の外面である、少なくとも３面の陸面とを含む、タイヤの製造に用
いられるモールドであって、
　前記トレッド面を形づける、トレッド形成面を備え、
　前記トレッド形成面が、前記少なくとも２本の周方向溝を形成する、少なくとも２本の
凸条と、前記少なくとも３面の陸面を形成する、少なくとも３面の陸面形成部とを備え、
　前記少なくとも３面の陸面形成部のうち、軸方向において、外側に位置する陸面形成部
がショルダー陸面形成部であり、前記ショルダー陸面形成部の内側に位置する陸面形成部
がミドル陸面形成部であり、前記ショルダー陸面形成部とミドル陸面形成部との間の凸条
がショルダー凸条であり、
　少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面形成部と接する
面を、前記トレッド形成面の基準面とし、前記ショルダー凸条側の、前記ショルダー陸面
形成部と前記トレッド形成面の基準面との接点を基準位置としたとき、
　前記ショルダー陸面形成部の前記ショルダー凸条側の端から基準位置までの部分の輪郭
が単一の円弧で表される、タイヤ用モールド。
【請求項４】
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　前記ミドル陸面形成部の幅をＭＹとしたとき、前記ショルダー凸条側の端から基準位置
までの距離ＭＺが、下記の式（ＭＳ１）を満たす、請求項３に記載のタイヤ用モールド。
　式（ＭＳ１）
　（ＭＹ／２－５）≦ＭＺ≦（ＭＹ／２＋５）
【請求項５】
　前記トレッド形成面の基準面から前記ショルダー陸面形成部の前記ショルダー凸条側の
端までの距離であるショルダー側ドロップ距離ＭＤＳが、０．０５ｍｍ以上０．６ｍｍ以
下である、請求項３又は４に記載のタイヤ用モールド。
【請求項６】
　前記トレッドが前記トレッド面を含むキャップ部を備え、
　前記キャップ部のための未加硫ゴムのムーニー粘度が８０以上である、請求項１から５
のいずれかに記載のタイヤ用モールド。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれかに記載のタイヤ用モールドを用いて生タイヤを加圧及び加熱
する工程を含む、タイヤの製造方法。
【請求項８】
　路面と接触するトレッド面を有するトレッドを備え、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向
に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記トレッドに刻むことで少なくとも３本の陸部
が前記トレッドに構成され、前記トレッド面が、前記少なくとも２本の周方向溝と、前記
少なくとも３本の陸部の外面である、少なくとも３面の陸面とを含む、タイヤであって、
　前記少なくとも３面の陸面のうち、２つの周方向溝の間に位置する陸面の輪郭が外向き
に凸な単一の円弧で表され、
　前記２つの周方向溝のうち、一方の周方向溝が他方の周方向溝よりも溝幅が広い幅広周
方向溝であり、他方の周方向溝が一方の周方向溝よりも溝幅が狭い幅狭周方向溝である場
合、
　少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面と接する面を、
前記トレッド面の基準面としたとき、
　前記トレッド面の基準面から前記陸面の前記幅広周方向溝側の端までの距離である幅広
側ドロップ距離ＴＤＷが、前記トレッド形成面の基準面から前記陸面形成部の前記幅狭凸
条側の端までの距離である幅狭側ドロップ距離ＴＤＮよりも長い、タイヤ。
【請求項９】
　路面と接触するトレッド面を有するトレッドを備え、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向
に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記トレッドに刻むことで少なくとも３本の陸部
が前記トレッドに構成され、前記トレッド面が、前記少なくとも２本の周方向溝と、前記
少なくとも３本の陸部の外面である、少なくとも３面の陸面とを含む、タイヤであって、
　前記少なくとも３面の陸面のうち、軸方向において、外側に位置する陸面がショルダー
陸面であり、前記ショルダー陸面の内側に位置する陸面がミドル陸面であり、前記ショル
ダー陸面とミドル陸面との間の周方向溝がショルダー周方向溝であり、
　少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面と接する面を、
前記トレッド面の基準面とし、前記ショルダー周方向溝側の、前記ショルダー陸面と前記
トレッド面の基準面との接点を基準位置としたとき、
　前記ショルダー陸面の前記ショルダー周方向溝側の端から前記基準位置までの部分の輪
郭が単一の円弧で表される、タイヤ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タイヤ用モールド、タイヤの製造方法及びタイヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　未架橋状態のタイヤ（以下、生タイヤ）をモールド内で加圧及び加熱することでタイヤ
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は得られる。タイヤのトレッドには、軸方向に並列した複数の周方向溝が刻まれ、陸部が
構成される。モールドのトレッド形成面には、周方向溝を形成するために、この周方向溝
に対応する凸条が設けられる。生タイヤをこの凸条に押し付けることで、トレッドに周方
向溝が形成される。
【０００３】
　タイヤは、トレッドの径方向内側に、例えば、並列した多数のコードを含むベルトを備
える。生タイヤを凸条に押し付けることで、ベルトが波打つことがないよう、タイヤの製
造では、様々な対策が施されている（例えば、下記の特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－６１６０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　生タイヤに凸条を押し付けると、凸条によって押し付けられた未加硫状態のゴム組成物
（以下、未加硫ゴム）の一部は陸部を形成する部分に流れ込む。このとき、未加硫ゴムが
流れにくいと、トレッドの内面形状に乱れが生じる恐れがある。特に、９ｍｍ以上の溝幅
を有する幅広の周方向溝をトレッドに形成する場合においては、凸条に押し付けられる未
加硫ゴムのボリュームが大きいため、トレッドの厚さコントロールが難しく、ベルトに波
打ちが生じることが懸念される。
【０００６】
　図９には、トレッドの内面形状に乱れが生じたタイヤ（サイズ＝２０５／５５Ｒ１６）
の接地面形状が示される。この図９には、接地面に含まれる各陸部の輪郭が示されている
。図１０には、このタイヤの接地圧分布が示される。図１０において、右側がショルダー
陸部の接地圧分布であり、左側がミドル陸部の接地圧分布である。
【０００７】
　図９に示されるように、接地面形状において、各陸部の周方向外縁は内向きに凸な形状
を呈している。図１０に示されるように、各陸部の縁において、接地圧が局所的に高まる
ことが確認されている。具体的には、ミドル陸部内で２００ｋＰａ程度の接地圧差、ショ
ルダー陸部内で２５０ｋＰａ程度の接地圧差が確認されている。トレッドの内面形状の乱
れは、タイヤの接地面形状及び接地圧分布に影響する。言い換えれば、タイヤにおいて、
トレッドの内面形状の乱れを抑えることができれば、タイヤをより十分に路面と接触させ
ることができ、操縦安定性のさらなる向上を図れる見込みがある。この場合、局所的な接
地圧の高まりも抑えられるので、耐摩耗性の向上も図れる見込みがある。
【０００８】
　本発明は、このような実状に鑑みてなされたものであり、接地面形状及び接地圧分布の
適正化を図ることができる、タイヤ用モールド及びタイヤの製造方法を提供するとともに
、接地面形状及び接地圧分布の適正化が図られた、タイヤを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様に係るタイヤ用モールドは、路面と接触するトレッド面を有するトレッ
ドを備え、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記
トレッドに刻むことで少なくとも３本の陸部が前記トレッドに構成され、前記トレッド面
が、前記少なくとも２本の周方向溝と、前記少なくとも３本の陸部の外面である、少なく
とも３面の陸面とを含む、タイヤの製造に用いられるモールドであって、前記トレッド面
を形づける、トレッド形成面を備える。前記トレッド形成面は、前記少なくとも２本の周
方向溝を形成する、少なくとも２本の凸条と、前記少なくとも３面の陸面を形成する、少
なくとも３面の陸面形成部とを備える。前記少なくとも３面の陸面形成部のうち、２つの
凸条の間に位置する陸面形成部の輪郭が外向きに凸な単一の円弧で表される。前記２つの
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凸条のうち、一方の凸条が他方の凸条よりも幅が広い幅広凸条であり、他方の凸条が一方
の凸条よりも幅が狭い幅狭凸条である場合、少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、
前記少なくとも３面の陸面形成部と接する面を、前記トレッド形成面の基準面としたとき
、前記トレッド形成面の基準面から前記陸面形成部の前記幅広凸条側の端までの距離であ
る幅広側ドロップ距離ＭＤＷは、前記トレッド形成面の基準面から前記陸面形成部の前記
幅狭凸条側の端までの距離である幅狭側ドロップ距離ＭＤＮよりも長い。
【００１０】
　好ましくは、このタイヤ用モールドでは、
　前記凸条の幅が９ｍｍ以上１２ｍｍ以下である場合、
　前記幅狭側ドロップ距離ＭＤＮが０．０１ｍｍ以上であり、前記幅広側ドロップ距離Ｍ
ＤＷが０．３ｍｍ以下であり、
　前記凸条の幅が１２ｍｍを超える場合、
　前記幅狭側ドロップ量ＭＤＮは前記幅狭凸条の幅ＭＲＮを用いて表される下記の式（Ｍ
Ｎ１）を満たし、前記幅広側ドロップ距離ＭＤＷは前記幅広凸条の幅ＭＲＷを用いて表さ
れる下記の式（ＭＷ１）を満たす。
　式（ＭＷ１）
　０．０３４４×ＭＲＷ－０．４０９４≦ＭＤＷ≦０．０３４４×ＭＲＷ－０．１０９４
　式（ＭＮ１）
　０．０３４４×ＭＲＮ－０．４０９４≦ＭＤＮ≦０．０３４４×ＭＲＮ－０．１０９４
【００１１】
　本発明の一態様に係るタイヤ用モールドは、路面と接触するトレッド面を有するトレッ
ドを備え、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記
トレッドに刻むことで少なくとも３本の陸部が前記トレッドに構成され、前記トレッド面
が、前記少なくとも２本の周方向溝と、前記少なくとも３本の陸部の外面である、少なく
とも３面の陸面とを含む、タイヤの製造に用いられるモールドであって、前記トレッド面
を形づける、トレッド形成面を備える。前記トレッド形成面は、前記少なくとも２本の周
方向溝を形成する、少なくとも２本の凸条と、前記少なくとも３面の陸面を形成する、少
なくとも３面の陸面形成部とを備える。前記少なくとも３面の陸面形成部のうち、軸方向
において、外側に位置する陸面形成部はショルダー陸面形成部であり、前記ショルダー陸
面形成部の内側に位置する陸面形成部はミドル陸面形成部であり、前記ショルダー陸面形
成部とミドル陸面形成部との間の凸条はショルダー凸条である。少なくとも一の円弧で表
される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面形成部と接する面を、前記トレッド形成面
の基準面とし、前記ショルダー凸条側の、前記ショルダー陸面形成部と前記トレッド形成
面の基準面との接点を基準位置としたとき、前記ショルダー陸面形成部の前記ショルダー
凸条側の端から基準位置までの部分の輪郭は単一の円弧で表される。
【００１２】
　好ましくは、このタイヤ用モールドでは、前記ミドル陸面形成部の幅をＭＹとしたとき
、前記ショルダー凸条側の端から基準位置までの距離ＭＺは、下記の式（ＭＳ１）を満た
す。
　式（ＭＳ１）
　（ＭＹ／２－５）≦ＭＺ≦（ＭＹ／２＋５）
【００１３】
　好ましくは、このタイヤ用モールドでは、前記トレッド形成面の基準面から前記ショル
ダー陸面形成部の前記ショルダー凸条側の端までの距離であるショルダー側ドロップ距離
ＭＤＳは、０．０５ｍｍ以上０．６ｍｍ以下である。
【００１４】
　好ましくは、このタイヤ用モールドでは、前記トレッドは前記トレッド面を含むキャッ
プ部を備え、前記キャップ部のための未加硫ゴムのムーニー粘度は８０以上である。
【００１５】
　本発明の一態様に係るタイヤの製造方法は、前述したいずれかのタイヤ用モールドを用
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いて生タイヤを加圧及び加熱する工程を含む。
【００１６】
　本発明の一態様に係るタイヤは、路面と接触するトレッド面を有するトレッドを備え、
９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記トレッドに
刻むことで少なくとも３本の陸部が前記トレッドに構成され、前記トレッド面が、前記少
なくとも２本の周方向溝と、前記少なくとも３本の陸部の外面である、少なくとも３面の
陸面とを含む。このタイヤでは、前記少なくとも３面の陸面のうち、２つの周方向溝の間
に位置する陸面の輪郭が外向きに凸な単一の円弧で表される。前記２つの周方向溝のうち
、一方の周方向溝が他方の周方向溝よりも溝幅が広い幅広周方向溝であり、他方の周方向
溝が一方の周方向溝よりも溝幅が狭い幅狭周方向溝である場合、少なくとも一の円弧で表
される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面と接する面を、前記トレッド面の基準面と
したとき、前記トレッド面の基準面から前記陸面の前記幅広周方向溝側の端までの距離で
ある幅広側ドロップ距離ＴＤＷは、前記トレッド形成面の基準面から前記陸面形成部の前
記幅狭凸条側の端までの距離である幅狭側ドロップ距離ＴＤＮよりも長い。
【００１７】
　本発明の他の態様に係るタイヤは、路面と接触するトレッド面を有するトレッドを備え
、９ｍｍ以上の溝幅を有し、周方向に延びる、少なくとも２本の周方向溝を前記トレッド
に刻むことで少なくとも３本の陸部が前記トレッドに構成され、前記トレッド面が、前記
少なくとも２本の周方向溝と、前記少なくとも３本の陸部の外面である、少なくとも３面
の陸面とを含む。このタイヤでは、前記少なくとも３面の陸面のうち、軸方向において、
外側に位置する陸面がショルダー陸面であり、前記ショルダー陸面の内側に位置する陸面
がミドル陸面であり、前記ショルダー陸面とミドル陸面との間の周方向溝がショルダー周
方向溝である。少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、前記少なくとも３面の陸面と
接する面を、前記トレッド面の基準面とし、前記ショルダー周方向溝側の、前記ショルダ
ー陸面と前記トレッド面の基準面との接点を基準位置としたとき、前記ショルダー陸面の
前記ショルダー周方向溝側の端から前記基準位置までの部分の輪郭が単一の円弧で表され
る。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明のタイヤ用モールド及びタイヤの製造方法によれば、タイヤの接地面形状及び接
地圧分布の適正化を図ることができる。そして、このタイヤ用モールド及びタイヤの製造
方法によって得られるタイヤは、適正な接地面形状及び接地圧分布が得られるので、操縦
安定性や耐摩耗性の向上を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る空気入りタイヤの一部が示された断面図であ
る。
【図２】図２は、図１に示されたタイヤの一部が示された断面図である。
【図３】図３は、本発明の一実施形態に係るタイヤ用モールドの一部が示された断面図で
ある。
【図４】図４は、図３に示されたモールドの一部が示された断面図である。
【図５】図５は、図４に示された構成を有するモールドで製造したタイヤの接地面形状の
一例を示す模式図である。
【図６】図６は、図４に示された構成を有するモールドで製造したタイヤの接地圧分布の
一例が示されたグラフである。
【図７】図７は、図３に示されたモールドの一部が示された断面図である。
【図８】図８は、図１に示されたタイヤの一部が示された断面図である。
【図９】図９は、従来のモールドで製造したタイヤの接地面形状の一例を示す模式図であ
る。
【図１０】図１０は、従来のモールドで製造したタイヤの接地圧分布の一例が示されたグ
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ラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、適宜図面が参照されつつ、好ましい実施形態に基づいて、本発明が詳細に説明さ
れる。
【００２１】
　本発明においては、タイヤを正規リムに組み、タイヤの内圧を正規内圧に調整し、この
タイヤに荷重をかけない状態は、正規状態と称される。本発明では、特に言及がない限り
、タイヤの各部の寸法及び角度は、正規状態で測定される。
【００２２】
　正規リムとは、タイヤが依拠する規格において定められたリムを意味する。ＪＡＴＭＡ
規格における「標準リム」、ＴＲＡ規格における「Design Rim」、及びＥＴＲＴＯ規格に
おける「Measuring Rim」は、正規リムである。
【００２３】
　正規内圧とは、タイヤが依拠する規格において定められた内圧を意味する。ＪＡＴＭＡ
規格における「最高空気圧」、ＴＲＡ規格における「TIRE LOAD LIMITS AT VARIOUS COLD
 INFLATION PRESSURES」に掲載された「最大値」、及びＥＴＲＴＯ規格における「INFLAT
ION PRESSURE」は、正規内圧である。乗用車用タイヤの正規内圧は、例えば、１８０ｋＰ
ａである。
【００２４】
　正規荷重とは、タイヤが依拠する規格において定められた荷重を意味する。ＪＡＴＭＡ
規格における「最大負荷能力」、ＴＲＡ規格における「TIRE LOAD LIMITS AT VARIOUS CO
LD INFLATION PRESSURES」に掲載された「最大値」、及びＥＴＲＴＯ規格における「LOAD
 CAPACITY」は、正規荷重である。乗用車用タイヤの正規荷重は、例えば、前記荷重の８
８％に相当する荷重である。
【００２５】
　図１は、本発明の一実施形態に係る空気入りタイヤ２（以下、単に「タイヤ２」と称す
ることがある。）の一部を示す。このタイヤ２は、乗用車に装着される。
【００２６】
　図１は、タイヤ２の回転軸を含む平面に沿った、このタイヤ２の断面の一部を示す。図
１において、左右方向はタイヤ２の軸方向であり、上下方向はタイヤ２の径方向である。
図１の紙面に対して垂直な方向は、タイヤ２の周方向である。図１において、一点鎖線Ｃ
Ｌはタイヤ２の赤道面を表す。
【００２７】
　このタイヤ２は、トレッド４、一対のサイドウォール６、一対のクリンチ８、一対のビ
ード１０、カーカス１２、コード補強層１４、一対のチェーファー１６、インナーライナ
ー１８及び一対のゴム補強層２０を備える。
【００２８】
　トレッド４の外面の一部が路面と接触する。トレッド４は、路面と接触するトレッド面
２２を有する。トレッド４は、径方向において、コード補強層１４の外側に位置する。
【００２９】
　トレッド４は、ベース部２４と、キャップ部２６とを備える。ベース部２４は、トレッ
ド４の径方向内側部分を構成する。ベース部２４は、発熱性が考慮された架橋ゴムからな
る。キャップ部２６は、ベース部２４の径方向外側に位置する。このタイヤ２では、キャ
ップ部２６が路面と接触する。このキャップ部２６の外面が前述のトレッド面２２を含む
。キャップ部２６は、耐摩耗性及びグリップ性能が考慮された架橋ゴムからなる。このト
レッド４がキャップ部２６のみで構成されてもよい。
【００３０】
　それぞれのサイドウォール６は、トレッド４の端からカーカス１２に沿って径方向内向
きに延びる。サイドウォール６は、架橋ゴムからなる。
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【００３１】
　それぞれのクリンチ８は、サイドウォール６よりも径方向内側に位置する。図示されな
いが、クリンチ８はリム（図示されず）と接触する。クリンチ８は、耐摩耗性が考慮され
た架橋ゴムからなる。
【００３２】
　それぞれのビード１０は、クリンチ８の軸方向内側に位置する。ビード１０は、コア２
８と、エイペックス３０とを備える。コア２８はスチール製のワイヤーを含む。エイペッ
クス３０は、コア２８の径方向外側に位置する。エイペックス３０は高い剛性を有する架
橋ゴムからなる。図１に示されるように、このエイペックス３０のサイズは、従来のエイ
ペックスのサイズよりも小さい。
【００３３】
　図示されないが、コア２８が、軸方向に並列した２つのコアで構成されてもよい。この
場合、後述するカーカスプライはコア２８の周りで折り返されるのではなく、このカーカ
スプライの端部がこの２つのコアで挟まれる。
【００３４】
　カーカス１２は、トレッド４、一対のサイドウォール６及び一対のクリンチ８の内側に
位置する。カーカス１２は、一方のビード１０と他方のビード１０とを架け渡す。カーカ
ス１２は、ラジアル構造を有する。カーカス１２は、少なくとも１枚のカーカスプライ３
２を備える。このタイヤ２のカーカス１２は、１枚のカーカスプライ３２で構成される。
カーカスプライ３２は、それぞれのビード１０のコア２８の周りにて折り返される。図示
されないが、カーカスプライ３２は並列された多数のコードを含む。
【００３５】
　コード補強層１４は、ベルト３４とバンド３６とを備える。ベルト３４がコード補強層
１４の内側部分を構成し、バンド３６がこのコード補強層１４の外側部分を構成する。こ
のコード補強層１４が、ベルト３４のみで構成されてもよく、バンド３６のみで構成され
てもよい。
【００３６】
　ベルト３４は、トレッド４の径方向内側において、カーカス１２と積層される。ベルト
３４は径方向に積層された少なくとも２層のベルトプライ３８で構成される。このタイヤ
２のベルト３４は、２層のベルトプライ３８からなる。図示されないが、２層のベルトプ
ライ３８はそれぞれ、並列された多数のコードを含む。これらコードは赤道面に対して傾
斜する。コードの材質はスチールである。
【００３７】
　バンド３６は、径方向においてトレッド４の内側に位置する。バンド３６は、径方向に
おいてトレッド４とベルト３４との間に位置する。このタイヤ２のバンド３６は、フルバ
ンド３６ｆと、このフルバンド３６ｆの外側に位置する一対のエッジバンド３６ｅとで構
成される。このバンド３６がフルバンド３６ｆのみで構成されてもよく、一対のエッジバ
ンド３６ｅのみで構成されてもよい。
【００３８】
　図示されないが、バンド３６はコードを含む。フルバンド３６ｆ及びエッジバンド３６
ｅのそれぞれにおいて、コードは周方向に螺旋状に巻かれる。有機繊維からなるコードが
バンド３６のコードとして用いられる。
【００３９】
　それぞれのチェーファー１６は、ビード１０の径方向内側に位置する。図示されないが
、チェーファー１６はリムと接触する。チェーファー１６は布とこの布に含浸したゴムと
からなる。このチェーファー１６が、架橋ゴムからなる部材で構成されてもよい。
【００４０】
　インナーライナー１８は、カーカス１２の内側に位置する。インナーライナー１８は、
タイヤ２の内面を構成する。インナーライナー１８は、気体透過性の低い架橋ゴムからな
る。
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【００４１】
　それぞれのゴム補強層２０は、軸方向において、エイペックス３０の外側に位置する。
ゴム補強層２０は、カーカス１２とクリンチ８との間に位置する。ゴム補強層２０は架橋
ゴムからなる。このタイヤ２では、ゴム補強層２０の材質はエイペックス３０の材質と同
じである。タイヤ２においては、このゴム補強層２０が設けられなくてもよい。この場合
、従来サイズのエイペックスが採用される。
【００４２】
　図１に示されるように、このタイヤ２のトレッド４（詳細にはキャップ部２６）には溝
４０が刻まれる。これにより、トレッドパターンが構成される。図１に示されたタイヤ２
の溝４２は、トレッドパターンを構成する溝４０の一部である。この溝４２は、周方向に
延びる。この溝４２は、周方向溝である。タイヤ２の仕様に応じて適宜設定されるが、周
方向溝４２は、９ｍｍ以上２０ｍｍ以下の溝幅を有する。周方向溝４２は、５ｍｍ以上１
５ｍｍ以下の溝深さを有する。なお、溝幅は、溝４０の一方の縁から他方の縁までの距離
で表される。溝深さは、縁から底までの距離で表される。縁が丸められている場合には、
縁が丸められていないと仮定して得られる仮想縁に基づいて、溝幅及び溝深さが特定され
る。
【００４３】
　この図１には、トレッド４に刻まれた複数の周方向溝４２が赤道面に対して対称に配置
された例が示されるが、このタイヤ２では、これら周方向溝４２が赤道面に対して非対称
に配置されてもよい。
【００４４】
　このタイヤ２のトレッド４には、９ｍｍ以上の溝幅を有し、少なくとも２本の周方向溝
４２が刻まれる。これにより、少なくとも３本の陸部４４が構成される。このタイヤ２に
おいて、周方向溝４２はトレッド面２２の一部である。このトレッド面２２は、少なくと
も２本の周方向溝４２と、少なくとも３本の陸部４４の外面である、少なくとも３本の陸
面４６と、を含む。
【００４５】
　図２には、図１に示されたトレッド４の部分が示される。図２には、トレッド面２２の
輪郭が模式的に表されている。図２において、左右方向はタイヤ２の径方向であり、上下
方向はタイヤ２の軸方向である。紙面に対して垂直な方向は、タイヤ２の周方向である。
【００４６】
　このタイヤ２のトレッド４には、軸方向に並列した３本の周方向溝４２が刻まれる。こ
れら３本の周方向溝４２のうち、軸方向において外側に位置する周方向溝４２ｓがショル
ダー周方向溝である。軸方向において、ショルダー周方向溝４２ｓの内側に位置する周方
向溝４２ｍは、ミドル周方向溝である。このタイヤ２では、ミドル周方向溝４２ｍは、赤
道面上に位置するので、クラウン周方向溝とも称される。
【００４７】
　このタイヤ２では、軸方向に並列した３本の周方向溝４２がトレッド４に刻まれること
により、４本の陸部４４が構成される。これら４本の陸部４４のうち、軸方向において外
側に位置する陸部４４ｓがショルダー陸部である。このショルダー陸部４４ｓの外面（す
なわち陸面４６ｓ）がショルダー陸面である。軸方向において、ショルダー陸部４４ｓの
内側に位置する陸部４４ｍがミドル陸部である。このミドル陸部４４ｍの外面（すなわち
陸面４６ｍ）がミドル陸面である。このタイヤ２では、左右のミドル陸部４４ｍは、トレ
ッド４の中央部分に位置するので、クラウン陸部とも称される。
【００４８】
　このタイヤ２のトレッド面２２においては、ショルダー陸面４６ｓとミドル陸面４６ｍ
との間の周方向溝４２がショルダー周方向溝４２ｓであり、左右のミドル陸面４６ｍの間
の周方向溝４２がミドル周方向溝４２ｍである。
【００４９】
　このタイヤ２では、ショルダー周方向溝４２ｓはミドル周方向溝４２ｍの溝深さと同程
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度の深さを有する。このタイヤ２では、ショルダー周方向溝４２ｓがミドル周方向溝４２
ｍよりも浅くてもよいし、ミドル周方向溝４２ｍがショルダー周方向溝４２ｓよりも浅く
てもよい。対比する２つの周方向溝４２において、一方の周方向溝４２の溝深さの、他方
の周方向溝４２の溝深さに対する比が０．９以上１．１以下である場合に、２つの周方向
溝４２は同等の溝深さを有すると判断される。
【００５０】
　このタイヤ２では、ショルダー周方向溝４２ｓの溝幅はミドル周方向溝４２ｍの溝幅よ
りも広い。ショルダー周方向溝４２ｓは幅広周方向溝４２ｗとも称され、ミドル周方向溝
４２ｍは幅狭周方向溝４２ｎとも称される。このタイヤ２では、ミドル周方向溝４２ｍの
溝幅がショルダー周方向溝４２ｓの溝幅よりも広くてもよい。この場合、ミドル周方向溝
４２ｍが幅広周方向溝４２ｗとも称され、ショルダー周方向溝４２ｓが幅狭周方向溝４２
ｎとも称される。一方の周方向溝４２の溝幅と他方の周方向溝４２の溝幅との差が－０．
０３ｍｍ以上０．０３ｍｍ以下である場合に、２つの周方向溝４２は同等の溝幅を有する
と判断される。
【００５１】
　図２において、二点鎖線ＴＢＬはトレッド面２２の基準面である。このトレッド面２２
の基準面ＴＢＬは、トレッド４に溝４０がないと仮定して得られる仮想トレッド面を表す
。このタイヤ２では、少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、前記少なくとも３面の
陸面４６と接する面が、トレッド面２２の基準面ＴＢＬである。図示されないが、この基
準面ＴＢＬの輪郭が軸方向に並列した複数の円弧で表される場合、一の円弧とこの一の円
弧の隣に位置する他の円弧とは両円弧の境界において接し、軸方向において内側に位置す
る円弧が外側に位置する円弧の半径よりも大きな半径を有するように、この基準面ＴＢＬ
の輪郭は構成される。この場合、一の円弧と他の円弧とが両円弧に接する直線でつなげら
れてもよい。
【００５２】
　タイヤ２を正規リムに組み、タイヤ２の内圧を正規内圧の５％に調整し、このタイヤ２
に荷重をかけない状態は、基準状態と称される。このタイヤ２のトレッド面２２の輪郭は
、基準状態のトレッド面２２の輪郭、又は後述するモールドのトレッド形成面の輪郭によ
り表される。なお、トレッド面２２の輪郭構成が明らかでない場合には、例えば、Ｘ線を
用いたコンピュータ断層撮影法（以下、Ｘ線ＣＴ法）により撮影された、基準状態のタイ
ヤ２の断面画像データ、又は、レーザー変位計を有するプロファイル測定装置（図示され
ず）を用いて計測された、基準状態のタイヤ２のトレッド面２２の形状データを解析する
ことにより得られる、トレッド面２２の輪郭に基づいて、トレッド面２２の基準面ＴＢＬ
の輪郭が特定されてもよい。この場合、軸方向に並列した３つの陸面４６に接する単一の
円弧によって、このトレッド面２２の基準面ＴＢＬの輪郭が表される。
【００５３】
　以上説明したタイヤ２は、次のようにして製造される。詳述しないが、このタイヤ２の
製造では、トレッド４、サイドウォール６、ビード１０等の、タイヤ２を構成する要素の
ための、未加硫状態のゴム組成物（以下、未加硫ゴムとも称される。）が準備される。未
加硫ゴムは、バンバリーミキサー等の混錬機（図示されず）を用いて基材ゴム及び薬品を
混合して得られる。
【００５４】
　基材ゴムとしては、天然ゴム（ＮＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）、スチレンブタジエン
ゴム（ＳＢＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、クロ
ロプレンゴム（ＣＲ）、アクリロニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）及びブチルゴム（Ｉ
ＩＲ）が例示される。薬品としては、カーボンブラックやシリカのような補強剤、アロマ
チックオイル等のような可塑剤、酸化亜鉛等のような充填剤、ステアリン酸のような滑剤
、老化防止剤、加工助剤、硫黄及び加硫促進剤が例示される。詳述しないが、基材ゴム及
び薬品の選定、選定した薬品の含有量等は、このゴムが適用される構成要素の仕様に応じ
て、適宜決められる。
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【００５５】
　このタイヤ２の製造では、押出機等のゴム成形機（図示されず）において、未加硫ゴム
の形状を整えて、タイヤ構成要素の予備成形体が準備される。タイヤ成形機（図示されず
）において、トレッド４、サイドウォール６、ビード１０等の予備成形体を組み合わせて
、未加硫状態のタイヤ２（以下、生タイヤとも称される。）が準備される。
【００５６】
　このタイヤ２の製造では、生タイヤは、加硫機（図示されず）のモールドに投入される
。生タイヤをモールド内で加圧及び加熱し、タイヤ２が得られる。タイヤ２は、生タイヤ
の加硫成形物である。
【００５７】
　このタイヤ２の製造方法は、生タイヤを準備する工程、及びモールドを用いて生タイヤ
を加圧及び加熱する工程を含む。なお、詳述しないが、このタイヤ２の製造では、温度、
圧力、時間等の加硫条件に特に制限はなく、一般的な加硫条件が採用される。
【００５８】
　図３には、タイヤ２の回転軸を含む平面に沿った、タイヤ用モールド４８の断面の一部
が示される。図３において、左右方向はタイヤ２の径方向であり、上下方向はタイヤ２の
軸方向である。この紙面に対して垂直な方向は、タイヤ２の周方向である。一点鎖線ＣＬ
は、タイヤ２の赤道面である。説明の便宜を図るために、以下、モールド４８の次元はタ
イヤ２の次元により表される。
【００５９】
　このモールド４８は、トレッドリング５０と、一対のサイドプレート５２と、一対のビ
ードリング５４とを備える。図３において、モールド４８は、トレッドリング５０、一対
のサイドプレート５２及び一対のビードリング５４が組み合わされた状態、すなわち閉じ
られた状態にある。このモールド４８は、割モールドである。
【００６０】
　トレッドリング５０は、モールド４８の径方向外側部分を構成する。トレッドリング５
０は、その内面に、トレッド形成面５６を備える。トレッド形成面５６は、タイヤ２のト
レッド面２２を形づける。このモールド４８のトレッドリング５０は、多数のセグメント
５８により構成される。これらセグメント５８は、リング状に配置される。
【００６１】
　それぞれのサイドプレート５２は、トレッドリング５０の径方向内側に位置する。サイ
ドプレート５２は、トレッドリング５０の端に連なる。サイドプレート５２は、その内面
に、サイドウォール形成面６０を備える。サイドウォール形成面６０は、タイヤ２のサイ
ド面を形づける。
【００６２】
　それぞれのビードリング５４は、サイドプレート５２の径方向内側に位置する。ビード
リング５４は、サイドプレート５２の端に連なる。ビードリング５４は、その内面に、ビ
ード形成面６２を備える。ビード形成面６２は、タイヤ２のビード１０の部分、具体的に
は、リムに嵌め合わされる部分を形づける。
【００６３】
　このモールド４８では、多数のセグメント５８、一対のサイドプレート５２及び一対の
ビードリング５４が組み合わされることにより、タイヤ２の外面を形づけるキャビティ面
６４が構成される。キャビティ面６４は、トレッド形成面５６、一対のサイドウォール形
成面６０及び一対のビード形成面６２から構成される。
【００６４】
　図示されないが、加圧及び加熱工程において、生タイヤ２ｒは、剛性中子又は膨張した
ブラダーによってモールド４８のキャビティ面６４に押し付けられる。これにより、タイ
ヤ２の外面が形づけられる。
【００６５】
　図４には、図３に示されたモールド４８の一部をなすトレッドリング５０の断面が示さ
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れる。図４には、トレッド面２２を形づけるトレッド形成面５６の輪郭が模式的に表され
ている。図４において、左右方向はタイヤ２の径方向であり、上下方向はタイヤ２の軸方
向である。この紙面に対して垂直な方向は、タイヤ２の周方向である。
【００６６】
　前述したように、このタイヤ２のトレッド面２２は、少なくとも２本の周方向溝４２と
、少なくとも３本の陸部４４の外面である、少なくとも３面の陸面４６とを含む。したが
って、モールド４８において、このトレッド面２２を形づけるトレッド形成面５６は、少
なくとも２本の周方向溝４２を形成する、少なくとも２本の凸条６６と、少なくとも３面
の陸面４６を形成する、少なくとも３面の陸面形成部６８とを備える。
【００６７】
　図４に示されたトレッド形成面５６は、３本の凸条６６と、４面の陸面形成部６８とを
備える。３本の凸条６６のうち、軸方向において外側に位置する凸条６６ｓがショルダー
凸条である。このショルダー凸条６６ｓは、タイヤ２のショルダー周方向溝４２ｓを形成
する。軸方向においてショルダー凸条６６ｓの内側に位置する凸条６６ｍがミドル凸条で
ある。このミドル凸条６６ｍは、タイヤ２のミドル周方向溝４２ｍを形成する。４面の陸
面形成部６８のうち、軸方向において外側に位置する陸面形成部６８はショルダー陸面形
成部である。このショルダー陸面形成部６８ｓは、タイヤ２のショルダー陸面４６ｓを形
成する。軸方向においてショルダー陸面形成部６８ｓの内側に位置する陸面形成部６８ｍ
は、ミドル陸面形成部である。このミドル陸面形成部６８ｍは、タイヤ２のミドル陸面４
６ｍを形成する。
【００６８】
　このモールド４８のトレッド形成面５６においては、ショルダー陸面形成部６８ｓとミ
ドル陸面形成部６８ｍとの間の凸条６６がショルダー凸条６６ｓであり、左右のミドル陸
面形成部６８ｍの間の凸条６６がミドル凸条６６ｍである。前述したように、ショルダー
周方向溝４２ｓの溝幅はミドル周方向溝４２ｍの溝幅よりも広い。このモールド４８では
、ショルダー周方向溝４２ｓを形成するショルダー凸条６６ｓの幅は、ミドル周方向溝４
２ｍを形づけるミドル凸条６６ｍの幅よりも広い。ショルダー凸条６６ｓは幅広凸条６６
ｗとも称され、ミドル凸条６６ｍは幅狭凸条６６ｎとも称される。
【００６９】
　このモールド４８では、陸面形成部６８の形状によって、生タイヤ２ｒに凸条６６を押
し付けることで生じる未加硫ゴムの流れがコントロールされる。前述したように、周方向
溝４２はトレッド４のキャップ部２６に刻まれる。トレッド形成面５６の凸条６６はこの
キャップ部２６を押し付ける。このモールド４８では、生タイヤ２ｒに凸条６６を押し付
けることで生じる、キャップ部２６のための未加硫ゴムの流れが、陸面形成部６８の形状
によって、コントロールされる。以下に、この陸面形成部６８の形状について説明する。
【００７０】
　図４において、二点鎖線ＦＢＬはトレッド形成面５６の基準面である。このトレッド形
成面５６の基準面ＦＢＬは、前述のトレッド面２２の基準面ＴＢＬに対応する。このモー
ルド４８においては、少なくとも一の円弧で表される輪郭を有し、少なくとも３面の陸面
形成部６８と接する面が、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬである。図示されないが、
この基準面ＦＢＬの輪郭が軸方向に並列した複数の円弧で表される場合、一の円弧とこの
一の円弧の隣に位置する他の円弧とは両円弧の境界において接し、軸方向において内側に
位置する円弧が外側に位置する円弧の半径よりも大きな半径を有するように、この基準面
ＦＢＬの輪郭は構成される。
【００７１】
　［２つの凸条６６の間に位置する陸面形成部６８の輪郭］
　２つの凸条６６の間に位置する陸面形成部６８の輪郭について、図４に示されたミドル
陸面形成部６８ｍの輪郭に基づいて説明する。ミドル陸面形成部６８ｍは、ショルダー凸
条６６ｓとミドル凸条６６ｍとの間に位置する。前述したように、ショルダー凸条６６ｓ
は幅広凸条６６ｗであり、ミドル凸条６６ｍは幅狭凸条６６ｎである。ミドル陸面形成部
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６８ｍは、幅広凸条６６ｗと幅狭凸条６６ｎとの間に位置する陸面形成部６８である。
【００７２】
　前述したように、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬは、トレッド形成面５６に含まれ
る少なくとも３面の陸面形成部６８と接する。図４において、符号Ｐｆｍはトレッド形成
面５６の基準面ＦＢＬと陸面形成部６８との接点である。符号Ｐｆｎは、陸面形成部６８
の幅狭凸条６６ｎ側の端である。この端Ｐｆｎは、陸面形成部６８と幅狭凸条６６ｎの外
面との境界である。符号Ｐｆｗは、この陸面形成部６８の幅広凸条６６ｗ側の端である。
この端Ｐｆｗは、陸面形成部６８と幅広凸条６６ｗとの境界である。
【００７３】
　このモールド４８では、陸面形成部６８の輪郭は外向きに凸な単一の円弧で表される。
図４において、矢印Ｒｒｍはこの陸面形成部６８の輪郭を表す円弧の半径である。陸面形
成部６８の輪郭構成が明らかでない場合には、境界Ｐｆｎ、接点Ｐｆｍ及び境界Ｐｆｗを
通る円弧を描き、この円弧と輪郭との距離の最大値が０．０３ｍｍ以下である場合に、陸
面形成部６８の輪郭が外向きに凸な単一の円弧で表されると判断される。
【００７４】
　図４において、矢印Ｒｆｔは、ミドル陸面形成部６８ｍにおける、トレッド形成面５６
の基準面ＦＢＬの輪郭を表す円弧の半径である。このモールド４８では、陸面形成部６８
の輪郭を表す円弧の半径Ｒｒｍは、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬの輪郭を表す円弧
の半径Ｒｆｔよりも小さい。陸面形成部６８の幅狭凸条６６ｎ側の端Ｐｆｎは、径方向に
おいて、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬよりも内側に位置する。陸面形成部６８の幅
広凸条６６ｗ側の端Ｐｆｗは、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬよりも径方向内側に位
置する。
【００７５】
　タイヤ２の製造において、キャップ部２６が凸条６６に押し付けられることで、キャッ
プ部２６の未加硫ゴムは、二つの凸条６６の間の部分、すなわち陸部４４を形成する部分
に向かって流れる。このモールド４８では、陸面形成部６８の端Ｐｆｎ、Ｐｆｗがトレッ
ド形成面５６の基準面ＦＢＬよりも内側に位置するように陸面形成部６８の輪郭が構成さ
れている。陸部４４を形成する部分に流れ込む、未加硫ゴムのボリュームが制限されるの
で、凸条６６に押し付けられる未加硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このモールド４８
では、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成される。この観点から、トレ
ッド形成面５６の基準面ＦＢＬから陸面形成部６８の端までの距離で表されるドロップ距
離は、０．０１ｍｍ以上が好ましい。陸部４４中央部での接地圧の高まりが抑えられる観
点から、このドロップ距離は０．６０ｍｍ以下が好ましい。
【００７６】
　図４において、両矢印ＭＤＮは、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬから陸面形成部６
８の幅狭凸条６６ｎ側の端Ｐｆｎまでのドロップ距離である。このドロップ距離ＭＤＮは
幅狭側ドロップ距離である。両矢印ＭＤＷは、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬから陸
面形成部６８の幅広凸条６６ｗ側の端Ｐｆｗまでのドロップ距離である。このドロップ距
離ＭＤＷは幅広側ドロップ距離である。
【００７７】
　幅広凸条６６ｗに押し付けられる未加硫ゴムのボリュームは、幅狭凸条６６ｎに押し付
けられる未加硫ゴムのボリュームよりも大きい。この場合、幅広凸条６６ｗ側における未
加硫ゴムの流れと、幅狭凸条６６ｎ側における未加硫ゴムの流れに違いが生じるので、ト
レッド４の内面形状に乱れが生じ、その程度によっては、コード補強層１４に波打ちが生
じることが懸念される。
【００７８】
　しかしこのモールド４８では、幅広側ドロップ距離ＭＤＷは幅狭側ドロップ距離ＭＤＮ
よりも長い。このモールド４８では、幅広凸条６６ｗ側において、陸部４４を形成する部
分に流れ込む未加硫ゴムのボリュームが効果的に制限される。幅広凸条６６ｗ側における
未加硫ゴムの流れと、幅狭凸条６６ｎ側における未加硫ゴムの流れとが、バランスよくコ
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ントロールされるので、未加硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このモールド４８では、
トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成される。
【００７９】
　図５には、このモールド４８を用いて製造したタイヤ２（サイズ＝２０５／５５Ｒ１６
）の接地面形状の一例が示される。図５において、左右方向はタイヤ２の軸方向に対応す
る。上下方向は、タイヤ２の周方向に対応する。
【００８０】
　この接地面形状は、タイヤ接地形状測定装置（図示されず）を用いて、正規状態のタイ
ヤ２に正規荷重の荷重をかけて、路面にこのタイヤ２を押し付けることにより得られる接
地面において、各陸部４４の輪郭をトレースすることで得られる。接地面を得るにあたっ
てタイヤ２は、その軸方向が路面に対して平行となるように配置され、このタイヤ２には
、路面に対して垂直な向きに前述の荷重がかけられる。この測定装置において、路面は平
面で構成される。この接地面の測定では、タイヤ２は平らな路面に押し付けられる。図９
に示された、従来のモールドで製造したタイヤの接地面形状も同様にして得られている。
【００８１】
　図５に示されるように、このモールド４８で製造したタイヤ２の接地面形状においては
、ショルダー周方向溝４２ｓとミドル周方向溝４２ｍとの間に位置するミドル陸部４４ｍ
の周方向外縁は、図９に示された、従来のモールド４８で製造したタイヤ２で確認された
ミドル陸部の周方向外縁のように、内向きに凸な形状を呈するのではなく、外向きに膨ら
むような形状を呈している。接地面の面積は明らかに増加しており、このタイヤ２は、従
来のモールドで製造したタイヤに比べて、より十分に路面と接触できる。このモールド４
８によれば、タイヤ２の操縦安定性のさらなる向上を図ることができる。
【００８２】
　図６には、このモールド４８を用いて製造したタイヤ２（サイズ＝２０５／５５Ｒ１６
）の接地圧分布の一例が示される。縦軸は接地圧を表し、横軸は接地面の接地幅方向の位
置を表す。図６において、右側がショルダー陸部４４ｓの接地圧分布であり、左側がミド
ル陸部４４ｍの接地圧分布である。
【００８３】
　この接地圧分布は、タイヤ接地圧測定装置（図示されず）を用いて、正規状態のタイヤ
２に正規荷重の荷重をかけて、路面にこのタイヤ２を押し付けることにより得られる。こ
の接地面を得るにあたって、このタイヤ２はその軸方向が路面に対して平行となるように
配置され、このタイヤ２には、路面に対して垂直な向きに前述の荷重がかけられる。この
測定装置において、路面は平面で構成される。この接地圧分布の測定では、タイヤ２は平
らな路面に押し付けられる。図１０に示された、従来のモールドで製造したタイヤの接地
圧分布も同様にして得られている。なお、この図６において、点線で示された接地圧分布
は、この従来のモールドで製造したタイヤの接地圧分布である。
【００８４】
　図６に示されるように、このモールド４８で製造したタイヤ２の接地圧分布においては
、ミドル陸部４４ｍの縁における接地圧の高まりが、図１０に示された、従来のモールド
で製造したタイヤで確認されたミドル陸部の縁における接地圧の高まりよりも抑えられて
いる。この図６に示した例では、ミドル陸部４４ｍ内での接地圧差は５０ｋＰａ程度に抑
えられている。局所的な接地圧の高まりは明らかに抑えられており、このモールド４８に
よれば、タイヤ２の耐摩耗性のさらなる向上を図ることができる。
【００８５】
　このモールド４８及びこのモールド４８を用いたタイヤ２の製造方法によれば、タイヤ
２の接地面形状及び接地圧分布の適正化を図り、タイヤ２の操縦安定性及び耐摩耗性の向
上を達成することができる。
【００８６】
　前述したように、このタイヤ２のトレッド４に設けられる周方向溝４２の溝幅９ｍｍ以
上である。したがって、このモールド４８においては、周方向溝４２を形づける凸条６６
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の幅は９ｍｍ以上に設定される。この凸条６６の幅は、この凸条６６の根元において、一
方の角から他方の角までの距離で表される。この凸条６６の角が丸められている場合には
、角が丸められていないと仮定して得られる仮想角に基づいて、凸条６６の幅が特定され
る。図４において、両矢印ＭＲＮは幅狭凸条６６ｎの幅である。両矢印ＭＲＷは、幅広凸
条６６ｗの幅である。
【００８７】
　このモールド４８では、凸条６６の幅が９ｍｍ以上１２ｍｍ以下である場合、幅広側ド
ロップ距離ＭＤＷは幅狭側ドロップ距離ＭＤＮよりも長く、幅狭側ドロップ距離ＭＤＮが
０．０１ｍｍ以上であり、幅広側ドロップ距離ＭＤＷが０．３ｍｍ以下であるのが好まし
い。これにより、幅広凸条６６ｗ側における未加硫ゴムの流れと、幅狭凸条６６ｎ側にお
ける未加硫ゴムの流れとが、バランスよくコントロールされるので、未加硫ゴムの流れに
乱れは生じにくい。このモールド４８では、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形
状で構成される。このモールド４８及びこのモールド４８を用いたタイヤ２の製造方法に
よれば、タイヤ２の接地面形状及び接地圧分布の適正化を図り、タイヤ２の操縦安定性及
び耐摩耗性の向上を達成することができる。
【００８８】
　このモールド４８では、凸条６６の幅が１２ｍｍを超える場合、幅広側ドロップ距離Ｍ
ＤＷは幅狭側ドロップ距離ＭＤＮよりも長く、幅狭側ドロップ距離ＭＤＮが、幅狭凸条６
６ｎの幅ＭＲＮを用いて表される下記の式（ＭＮ１）を満たし、幅広側ドロップ距離ＭＤ
Ｗが、幅広凸条６６ｗの幅ＭＲＷを用いて表される下記の式（ＭＷ１）を満たすのが好ま
しい。
　式（ＭＷ１）
　０．０３４４×ＭＲＷ－０．４０９４≦ＭＤＷ≦０．０３４４×ＭＲＷ－０．１０９４
　式（ＭＮ１）
　０．０３４４×ＭＲＮ－０．４０９４≦ＭＤＮ≦０．０３４４×ＭＲＮ－０．１０９４
【００８９】
　このモールド４８においても、幅広凸条６６ｗ側における未加硫ゴムの流れと、幅狭凸
条６６ｎ側における未加硫ゴムの流れとが、バランスよくコントロールされるので、未加
硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このモールド４８では、トレッド４の内面が乱れるこ
となく適正な形状で構成される。このモールド４８及びこのモールド４８を用いたタイヤ
２の製造方法によれば、タイヤ２の接地面形状及び接地圧分布の適正化を図り、タイヤ２
の操縦安定性及び耐摩耗性の向上を達成することができる。
【００９０】
　［ショルダー陸面形成部６８ｓの輪郭］
　図７には、図３に示されたモールド４８の一部をなすトレッドリング５０の断面が示さ
れる。図７には、図４と同じ、トレッド面２２を形づけるトレッド形成面５６の輪郭が模
式的に表されている。軸方向において外側に位置する陸面形成部６８、すなわちショルダ
ー陸面形成部６８ｓの輪郭について、この図７に示されたショルダー陸面形成部６８ｓの
輪郭に基づいて説明する。
【００９１】
　ショルダー陸面形成部６８ｓは、トレッド形成面５６に含まれる、少なくとも３面の陸
面形成部６８のうち、軸方向において外側に位置する陸面形成部６８である。軸方向にお
いて、ショルダー陸面形成部６８ｓの内側に位置する陸面形成部６８はミドル陸面形成部
６８ｍであり、ショルダー陸面形成部６８ｓとミドル陸面形成部６８ｍとの間の凸条６６
はショルダー凸条６６ｓである。
【００９２】
　図７において、符号Ｐｆｂは、ショルダー凸条６６ｓ側の、ショルダー陸面形成部６８
ｓとトレッド形成面５６の基準面ＦＢＬとの接点である。符号Ｐｆｓは、ショルダー陸面
形成部６８ｓのショルダー凸条６６ｓ側の端である。
【００９３】
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　このモールド４８では、接点Ｐｆｂを基準位置としたとき、ショルダー陸面形成部６８
ｓのショルダー凸条６６ｓ側の端Ｐｆｓから基準位置Ｐｆｂまでの部分の輪郭は外向きに
凸な単一の円弧で表される。図７において、矢印Ｒｒｓは、このショルダー陸面形成部６
８ｓの輪郭を表す円弧の半径である。ショルダー陸面形成部６８ｓの輪郭構成が明らかで
ない場合には、基準位置Ｐｆｂと端Ｐｆｓとの中心位置を特定した上で、基準位置Ｐｆｂ
、中心位置及び端Ｐｆｓを通る円弧を描き、この円弧と輪郭との距離の最大値が０．０３
ｍｍ以下である場合に、ショルダー陸面形成部６８ｓのショルダー凸条６６ｓ側の端Ｐｆ
ｓから基準位置Ｐｆｂまでの部分の輪郭は外向きに凸な単一の円弧で表されると判断され
る。
【００９４】
　図７において、矢印Ｒｍｓは、ショルダー陸面形成部６８ｓにおける、トレッド面２２
形成面の基準面ＦＢＬの輪郭を表す円弧の半径である。このモールド４８では、ショルダ
ー陸面形成部６８ｓの輪郭を表す円弧の半径Ｒｒｓは、トレッド形成面５６の基準面ＦＢ
Ｌの輪郭を表す円弧の半径Ｒｍｓよりも小さい。径方向において、ショルダー陸面形成部
６８ｓのショルダー凸条６６ｓ側の端Ｐｆｓはトレッド形成面５６の基準面ＦＢＬよりも
内側に位置する。
【００９５】
　タイヤ２の製造において、キャップ部２６が凸条６６に押し付けられることで、キャッ
プ部２６の未加硫ゴムは、ショルダー凸条６６ｓの軸方向外側部分、すなわちショルダー
陸部４４ｓを形成する部分に向かって流れる。このモールド４８では、ショルダー陸面形
成部６８ｓの端Ｐｆｓがトレッド形成面５６の基準面ＦＢＬよりも内側に位置するように
ショルダー陸面形成部６８ｓの輪郭が構成されている。ショルダー陸部４４ｓを形成する
部分に流れ込む未加硫ゴムのボリュームが制限されるので、ショルダー凸条６６ｓに押し
付けられる未加硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このモールド４８では、トレッド４の
内面が乱れることなく適正な形状で構成される。
【００９６】
　図５に示されるように、このモールド４８で製造したタイヤ２の接地面形状においては
、ショルダー陸部４４ｓの周方向外縁は、図９に示された、従来のモールドで製造したタ
イヤで確認されたショルダー陸部の周方向外縁のように、内向きに凸な形状を呈するので
はなく、外向きに膨らむような形状を呈している。接地面面積は明らかに増加しており、
このタイヤ２は、従来のモールドで製造したタイヤに比べて、より十分に路面と接触でき
る。このモールド４８によれば、タイヤ２の操縦安定性のさらなる向上を図ることができ
る。
【００９７】
　図６に示されるように、このモールド４８で製造したタイヤ２の接地圧分布においては
、ショルダー陸部４４ｓの縁における接地圧の高まりが、図１０に示された、従来のモー
ルドで製造したタイヤで確認されたショルダー陸部の縁における接地圧の高まりよりも抑
えられている。この図６に示した例では、ショルダー陸部４４ｓ内での接地圧差は１５０
ｋＰａ程度に抑えられている。局所的な接地圧の高まりは明らかに抑えられており、この
モールド４８によれば、タイヤ２の耐摩耗性のさらなる向上を図ることができる。
【００９８】
　このモールド４８及びこのモールド４８を用いたタイヤ２の製造方法によれば、タイヤ
２の接地面形状及び接地圧分布の適正化を図り、タイヤ２の操縦安定性及び耐摩耗性の向
上を達成することができる。
【００９９】
　図７において、両矢印ＭＹはミドル陸面形成部６８ｍの幅である。この幅ＭＹは、ミド
ル凸条６６ｍのミドル陸面形成部６８ｍ側の角からショルダー凸条６６ｓのミドル陸面形
成部６８ｍ側の角までの距離により表される。両矢印ＭＺは、ショルダー陸面形成部６８
ｓのショルダー凸条６６ｓ側の端Ｐｆｓから基準位置Ｐｆｂまでの距離である。この距離
ＭＺは、ショルダー凸条６６ｓのショルダー陸面形成部６８ｓ側の角から基準位置Ｐｆｚ
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までの距離により表される。
【０１００】
　このモールド４８では、ミドル陸面形成部６８ｍの幅をＭＹとしたとき、ショルダー陸
面形成部６８ｓのショルダー凸条６６ｓ側の端Ｐｆｓから基準位置Ｐｆｂまでの距離ＭＺ
は、下記の式（ＭＳ１）を満たすのが好ましい。
　式（ＭＳ１）
　（ＭＹ／２－５）≦ＭＺ≦（ＭＹ／２＋５）
これにより、ショルダー陸部４４ｓを形成する部分に流れ込む未加硫ゴムのボリュームが
制限されるので、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられる未加硫ゴムの流れに乱れは生じ
にくい。このモールド４８では、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成さ
れる。
【０１０１】
　図７において、両矢印ＭＤＳはショルダー陸面形成部６８ｓのドロップ距離である。こ
のドロップ距離ＭＤＳは、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬからショルダー陸面形成部
６８ｓの端Ｐｆｓまでの距離で表される。
【０１０２】
　このモールド４８では、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられる未加硫ゴムの流れに乱
れが生じにくく、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成できる観点から、
トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬからショルダー陸面形成部６８ｓの端Ｐｆｓまでの距
離で表されるドロップ距離ＭＤＳは、０．０５ｍｍ以上が好ましい。ショルダー陸部４４
ｓ中央部での接地圧の高まりが抑えられる観点から、このドロップ距離ＭＤＳは０．６０
ｍｍ以下が好ましい。
【０１０３】
　図７において、両矢印ＭＲＺはショルダー凸条６６ｓの幅である。このショルダー凸条
６６ｓの幅ＭＲＺは、このショルダー凸条６６ｓの根元において、一方の角から他方の角
までの距離で表される。
【０１０４】
　このモールド４８では、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられる未加硫ゴムの流れに乱
れが生じることが効果的に抑えられ、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構
成できる観点から、トレッド形成面５６の基準面ＦＢＬからショルダー陸面形成部６８ｓ
の端Ｐｆｓまでの距離で表されるドロップ距離ＭＤＳは、ショルダー凸条６６ｓ幅ＭＲＺ
の大きさに応じて設定されるのが好ましい。この観点から、このドロップ距離ＭＤＳはシ
ョルダー凸条６６ｓの幅ＭＲＺを用いて表される下記の式（ＭＺ１）を満たすのがより好
ましい。
　式（ＭＺ１）
　ＭＤＳ＝０．０３４４×ＭＲＺ－０．２５９４
【０１０５】
　このモールド４８では、２つの凸条６６の間に位置する陸面形成部６８及びショルダー
陸面形成部６８ｓの輪郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロールされたが、トレッド
４の中央部分において内面の乱れが生じる場合には、２つの凸条６６の間に位置する陸面
形成部６８の輪郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロールされればよく、トレッド４
のショルダー部分において内面の乱れが生じる場合には、ショルダー陸面形成部６８ｓの
輪郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロールされればよい。タイヤ２の接地面形状及
び接地圧分布の適正化を十分に図る観点から、２つの凸条６６の間に位置する陸面形成部
６８及びショルダー陸面形成部６８ｓの輪郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロール
されるのが好ましい。
【０１０６】
　図１に示されたタイヤ２は、以上説明した、トレッド形成面５６を有するモールド４８
を用いて製造される。次に、このトレッド形成面５６によって形づけられたトレッド面２
２の輪郭について説明する。
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【０１０７】
　［２つの周方向溝４２の間に位置する陸面４６の輪郭］
　２つの周方向溝４２の間に位置する陸面４６の輪郭について、図２に示されたミドル陸
面４６ｍの輪郭に基づいて説明する。ミドル陸面４６ｍは、ショルダー周方向溝４２ｓと
ミドル周方向溝４２ｍとの間に位置する。前述したように、ショルダー周方向溝４２ｓは
幅広周方向溝４２ｗであり、ミドル周方向溝４２ｍは幅狭周方向溝４２ｎである。ミドル
陸面４６ｍは、幅広周方向溝４２ｗと幅狭周方向溝４２ｎとの間に位置する陸面４６であ
る。
【０１０８】
　前述したように、トレッド面２２の基準面ＴＢＬは、トレッド面２２に含まれる少なく
とも３面の陸面４６と接する。図２において、符号Ｐｔｍはトレッド面２２の基準面ＴＢ
Ｌと陸面４６との接点である。符号Ｐｔｎは、陸面４６の幅狭周方向溝４２ｎ側の端であ
る。この端Ｐｔｎは、陸面４６と幅狭周方向溝４２ｎとの境界である。符号Ｐｔｗは、こ
の陸面４６の幅広周方向溝４２ｗ側の端である。この端Ｐｔｗは、陸面４６と幅広周方向
溝４２ｗとの境界である。
【０１０９】
　このモールド４８では、陸面４６の輪郭は外向きに凸な単一の円弧で表される。図２に
おいて、矢印Ｒｓｔはこの陸面４６の輪郭を表す円弧の半径である。陸面４６の輪郭構成
が明らかでない場合には、境界Ｐｔｎ、接点Ｐｔｍ及び境界Ｐｔｗを通る円弧を描き、こ
の円弧と輪郭との距離の最大値が０．０３ｍｍ以下である場合に、陸面４６の輪郭が外向
きに凸な単一の円弧で表されると判断される。
【０１１０】
　図２において、矢印Ｒｍｔは、ミドル陸面４６ｍにおける、トレッド面２２の基準面Ｔ
ＢＬの輪郭を表す円弧の半径である。このモールド４８では、陸面４６の輪郭を表す円弧
の半径Ｒｓｔは、トレッド面２２の基準面ＴＢＬの輪郭を表す円弧の半径Ｒｍｔよりも小
さい。陸面４６の幅狭周方向溝４２ｎ側の端Ｐｔｎは、径方向において、トレッド面２２
の基準面ＴＢＬよりも内側に位置する。陸面４６の幅広周方向溝４２ｗ側の端Ｐｔｗは、
トレッド面２２の基準面ＴＢＬよりも径方向内側に位置する。
【０１１１】
　タイヤ２の製造において、キャップ部２６が凸条６６に押し付けられることで、キャッ
プ部２６の未加硫ゴムは、二つの周方向溝４２の間の部分、すなわち陸部４４を形成する
部分に向かって流れる。このタイヤ２では、陸面４６の端Ｐｔｎ、Ｐｔｗがトレッド面２
２の基準面ＴＢＬよりも内側に位置するように陸面４６の輪郭が構成されている。陸部４
４を形成する部分に流れ込む、未加硫ゴムのボリュームが制限されるので、凸条６６に押
し付けられる未加硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このタイヤ２では、トレッド４の内
面が乱れることなく適正な形状で構成される。この観点から、トレッド面２２の基準面Ｔ
ＢＬから陸面４６の端までの距離で表されるドロップ距離は、０．０１ｍｍ以上が好まし
い。陸部４４中央部での接地圧の高まりが抑えられる観点から、このドロップ距離は０．
６０ｍｍ以下が好ましい。
【０１１２】
　図２において、両矢印ＴＤＮは、トレッド面２２の基準面ＴＢＬから陸面４６の幅狭周
方向溝４２ｎ側の端Ｐｔｎまでのドロップ距離である。このドロップ距離ＴＤＮは幅狭側
ドロップ距離である。両矢印ＴＤＷは、トレッド面２２の基準面ＴＢＬから陸面４６の幅
広周方向溝４２ｗ側の端Ｐｔｗまでのドロップ距離である。このドロップ距離ＴＤＷは幅
広側ドロップ距離である。
【０１１３】
　幅広凸条６６ｗに押し付けられる未加硫ゴムのボリュームは、幅狭凸条６６ｎに押し付
けられる未加硫ゴムのボリュームよりも大きい。この場合、幅広凸条６６ｗ側における未
加硫ゴムの流れと、幅狭凸条６６ｎ側における未加硫ゴムの流れに違いが生じるので、ト
レッド４の内面形状に乱れが生じ、その程度によっては、コード補強層１４に波打ちが生



(19) JP 2021-115735 A 2021.8.10

10

20

30

40

50

じることが懸念される。
【０１１４】
　しかしこのタイヤ２では、幅広側ドロップ距離ＴＤＷは幅狭側ドロップ距離ＴＤＮより
も長い。このタイヤ２では、幅広凸条６６ｗ側において、陸部４４を形成する部分に流れ
込む未加硫ゴムのボリュームが効果的に制限される。幅広凸条６６ｗ側における未加硫ゴ
ムの流れと、幅狭凸条６６ｎ側における未加硫ゴムの流れとが、バランスよくコントロー
ルされるので、未加硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このタイヤ２では、トレッド４の
内面が乱れることなく適正な形状で構成される。
【０１１５】
　前述したように、図５に示された、このタイヤ２の接地面形状においては、ショルダー
周方向溝４２ｓとミドル周方向溝４２ｍとの間に位置するミドル陸部４４ｍの周方向外縁
は、図９に示された、従来のモールドで製造したタイヤで確認されたミドル陸部の周方向
外縁のように、内向きに凸な形状を呈するのではなく、外向きに膨らむような形状を呈し
ている。接地面面積は明らかに増加しており、このタイヤ２は、従来のモールドで製造し
たタイヤに比べて、より十分に路面と接触できる。このタイヤ２は、操縦安定性のさらな
る向上を図ることができる。
【０１１６】
　前述したように、図６に示された、このタイヤ２の接地圧分布においては、ミドル陸部
４４ｍの縁における接地圧の高まりが、図１０に示された、従来のモールドで製造したタ
イヤで確認されたミドル陸部の縁における接地圧の高まりよりも抑えられている。局所的
な接地圧の高まりは明らかに抑えられており、このタイヤ２は耐摩耗性のさらなる向上を
図ることができる。
【０１１７】
　このタイヤ２では、適正な接地面形状及び接地圧分布が得られる。このタイヤ２は、操
縦安定性や耐摩耗性の向上を図ることができる。
【０１１８】
　このタイヤ２では、周方向溝４２の溝幅が９ｍｍ以上１２ｍｍ以下である場合、幅広側
ドロップ距離ＴＤＷは幅狭側ドロップ距離ＴＤＮよりも長く、幅狭側ドロップ距離ＴＤＮ
が０．０１ｍｍ以上であり、幅広側ドロップ距離ＴＤＷが０．３ｍｍ以下であるのが好ま
しい。これにより、幅広凸条６６ｗ側における未加硫ゴムの流れと、幅狭凸条６６ｎ側に
おける未加硫ゴムの流れとが、バランスよくコントロールされるので、未加硫ゴムの流れ
に乱れは生じにくい。このタイヤ２では、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状
で構成される。このタイヤ２は、適正な接地面形状及び接地圧分布が得られるので、操縦
安定性及び耐摩耗性の向上を達成することができる。
【０１１９】
　図２において、両矢印ＴＲＮは幅狭周方向溝４２ｎの溝幅である。両矢印ＴＲＷは、幅
広周方向溝４２ｗの溝幅である。
【０１２０】
　このタイヤ２では、周方向溝４２の溝幅が１２ｍｍを超える場合、幅広側ドロップ距離
ＴＤＷは幅狭側ドロップ距離ＴＤＮよりも長く、幅狭側ドロップ距離ＴＤＮが幅狭周方向
溝４２ｎの溝幅ＴＲＮを用いて表される下記の式（ＴＮ１）を満たし、幅広側ドロップ距
離ＴＤＷが幅広周方向溝４２ｗの溝幅ＴＲＷを用いて表される下記の式（ＴＷ１）を満た
すのが好ましい。
　式（ＴＷ１）
　０．０３４４×ＴＲＷ－０．４０９４≦ＴＤＷ≦０．０３４４×ＴＲＷ－０．１０９４
　式（ＴＮ１）
　０．０３４４×ＴＲＮ－０．４０９４≦ＴＤＮ≦０．０３４４×ＴＲＮ－０．１０９４
【０１２１】
　このタイヤ２においても、幅広凸条６６ｗ側における未加硫ゴムの流れと、幅狭凸条６
６ｎ側における未加硫ゴムの流れとが、バランスよくコントロールされるので、未加硫ゴ
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ムの流れに乱れは生じにくい。このタイヤ２では、トレッド４の内面が乱れることなく適
正な形状で構成される。このタイヤ２では、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形
状で構成される。このタイヤ２は、適正な接地面形状及び接地圧分布が得られるので、操
縦安定性及び耐摩耗性の向上を達成することができる。
【０１２２】
　［ショルダー陸面４６ｓの輪郭］
　図８には、図１に示されたトレッド４の部分の断面が示される。図７には、図２と同じ
、トレッド面２２の輪郭が模式的に表されている。軸方向において外側に位置する陸面４
６、すなわちショルダー陸面４６ｓの輪郭について、この図８に示されたショルダー陸面
４６ｓの輪郭に基づいて説明する。
【０１２３】
　ショルダー陸面４６ｓは、トレッド面２２に含まれる、少なくとも３面の陸面４６のう
ち、軸方向において外側に位置する陸面４６である。軸方向において、ショルダー陸面４
６ｓの内側に位置する陸面４６はミドル陸面４６ｍであり、ショルダー陸面４６ｓとミド
ル陸面４６ｍとの間の周方向溝４２はショルダー周方向溝４２ｓである。
【０１２４】
　図８において、符号Ｐｔｂは、ショルダー周方向溝４２ｓ側の、ショルダー陸面４６ｓ
とトレッド面２２の基準面ＴＢＬとの接点である。符号Ｐｔｓは、ショルダー陸面４６ｓ
のショルダー周方向溝４２ｓ側の端である。
【０１２５】
　このタイヤ２では、この接点Ｐｔｂを基準位置としたとき、ショルダー陸面４６ｓのシ
ョルダー周方向溝４２ｓ側の端Ｐｔｓから基準位置Ｐｔｂまでの部分の輪郭は外向きに凸
な単一の円弧で表される。図８において、矢印Ｒｓｓはこのショルダー陸面４６ｓの輪郭
を表す円弧の半径である。ショルダー陸面４６ｓの輪郭構成が明らかでない場合には、基
準位置Ｐｔｂと端Ｐｔｓとの中心位置を特定した上で、基準位置Ｐｔｂ、中心位置及び端
Ｐｔｓを通る円弧を描き、この円弧と輪郭との距離の最大値が０．０３ｍｍ以下である場
合に、ショルダー陸面４６ｓのショルダー周方向溝４２ｓ側の端Ｐｔｓから基準位置Ｐｔ
ｂまでの部分の輪郭は外向きに凸な単一の円弧で表されると判断される。
【０１２６】
　図８において、矢印Ｒｔｓは、ショルダー陸面４６ｓにおける、トレッド面２２の基準
面ＴＢＬの輪郭を表す円弧の半径である。このタイヤ２では、ショルダー陸面４６ｓの輪
郭を表す円弧の半径Ｒｓｓは、トレッド面２２の基準面ＴＢＬの輪郭を表す円弧の半径Ｒ
ｔｓよりも小さい。径方向において、ショルダー陸面４６ｓのショルダー周方向溝４２ｓ
側の端Ｐｔｓはトレッド面２２の基準面ＴＢＬよりも内側に位置する。
【０１２７】
　タイヤ２の製造において、キャップ部２６がショルダー凸条６６ｓに押し付けられるこ
とで、キャップ部２６の未加硫ゴムは、ショルダー凸条６６ｓの軸方向外側部分、すなわ
ちショルダー陸部４４ｓを形成する部分に向かって流れる。このタイヤ２では、ショルダ
ー陸面４６ｓの端Ｐｔｓがトレッド面２２の基準面ＴＢＬよりも内側に位置するようにシ
ョルダー陸面４６ｓの輪郭が構成されている。ショルダー陸部４４ｓを形成する部分に流
れ込む未加硫ゴムのボリュームが制限されるので、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられ
る未加硫ゴムの流れに乱れは生じにくい。このタイヤ２では、トレッド４の内面が乱れる
ことなく適正な形状で構成される。
【０１２８】
　前述したように、図５に示された、このタイヤ２の接地面形状においては、ショルダー
陸部４４ｓの周方向外縁は、図９に示された、従来のモールドで製造したタイヤで確認さ
れたショルダー陸部の周方向外縁のように、内向きに凸な形状を呈するのではなく、外向
きに膨らむような形状を呈している。接地面面積は明らかに増加しており、このタイヤ２
は、従来のモールドで製造したタイヤに比べて、より十分に路面と接触できる。このタイ
ヤ２は、操縦安定性のさらなる向上を図ることができる。
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【０１２９】
　前述したように、図６に示された、このタイヤ２の接地圧分布においては、ショルダー
陸部４４ｓの縁における接地圧の高まりが、図１０に示された、従来のモールドで製造し
たタイヤで確認されたショルダー陸部の縁における接地圧の高まりよりも抑えられている
。局所的な接地圧の高まりは明らかに抑えられており、このタイヤ２は耐摩耗性のさらな
る向上を図ることができる。
【０１３０】
　このタイヤ２では、適正な接地面形状及び接地圧分布が得られる。このタイヤ２は、操
縦安定性や耐摩耗性の向上を図ることができる。
【０１３１】
　図８において、両矢印ＴＹはミドル陸面４６ｍの幅である。この幅ＴＹは、ミドル陸部
４４ｍの一方の縁から他方の縁までの距離により表される。両矢印ＴＺは、ショルダー陸
面４６ｓのショルダー周方向溝４２ｓ側の端Ｐｔｓから基準位置Ｐｔｂまでの距離である
。この距離ＴＺは、ショルダー陸部４４ｓの縁から基準位置Ｐｆｚまでの距離により表さ
れる。
【０１３２】
　このタイヤ２では、ミドル陸面４６ｍの幅をＴＹとしたとき、ショルダー陸面４６ｓの
ショルダー周方向溝４２ｓ側の端Ｐｔｓから基準位置Ｐｆｓまでの距離ＴＺは、下記の式
（ＴＳ１）を満たすのが好ましい。
　式（ＴＳ１）
　（ＴＹ／２－５）≦ＴＺ≦（ＴＹ／２＋５）
これにより、ショルダー陸部４４ｓを形成する部分に流れ込む未加硫ゴムのボリュームが
制限されるので、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられる未加硫ゴムの流れに、乱れは生
じにくい。このタイヤ２では、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成され
る。
【０１３３】
　図８において、両矢印ＴＤＳはショルダー陸面４６ｓのドロップ距離である。このドロ
ップ距離ＴＤＳは、トレッド面２２の基準面ＴＢＬからショルダー陸面４６ｓの端Ｐｔｓ
までの距離で表される。
【０１３４】
　このタイヤ２では、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられる未加硫ゴムの流れに乱れが
生じにくく、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成できる観点から、トレ
ッド面２２の基準面ＴＢＬからショルダー陸面４６ｓの端Ｐｔｓまでの距離で表されるド
ロップ距離ＴＤＳは、０．０５ｍｍ以上が好ましい。ショルダー陸部４４ｓ中央部での接
地圧の高まりが抑えられる観点から、このドロップ距離ＴＤＳは０．６０ｍｍ以下が好ま
しい。
【０１３５】
　図８において、両矢印ＴＲＺはショルダー周方向溝４２ｓの溝幅である。このショルダ
ー周方向溝４２ｓの溝幅ＴＲＺは、ミドル陸部４４ｍの、ショルダー周方向溝４２ｓ側の
縁から、ショルダー陸部４４ｓの縁までの距離で表される。
【０１３６】
　このタイヤ２では、ショルダー凸条６６ｓに押し付けられる未加硫ゴムの流れに乱れが
生じることが効果的に抑えられ、トレッド４の内面が乱れることなく適正な形状で構成で
きる観点から、トレッド面２２の基準面ＴＢＬからショルダー陸面４６ｓの端Ｐｔｓまで
の距離で表されるドロップ距離ＴＤＳは、ショルダー周方向溝４２ｓの溝幅ＴＲＺの大き
さに応じて設定されるのが好ましい。この観点から、このドロップ距離ＴＤＳはショルダ
ー周方向溝４２ｓの溝幅ＴＲＺを用いて表される下記の式（ＴＺ１）を満たすのがより好
ましい。
　式（ＴＺ１）
　ＴＤＳ＝０．０３４４×ＴＲＷ－０．２５９４



(22) JP 2021-115735 A 2021.8.10

10

20

30

40

【０１３７】
　このタイヤ２では、２つの周方向溝４２の間に位置する陸面４６及びショルダー陸面４
６ｓの輪郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロールされたが、トレッド４の中央部分
において内面の乱れが生じる場合には、２つの周方向溝４２の間に位置する陸面４６の輪
郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロールされればよく、トレッド４のショルダー部
分において内面の乱れが生じる場合には、ショルダー陸面４６ｓの輪郭に基づいて未加硫
ゴムの流れがコントロールされればよい。タイヤ２の接地面形状及び接地圧分布の適正化
を十分に図る観点から、２つの周方向溝４２の間に位置する陸面４６及びショルダー陸面
４６ｓの輪郭に基づいて未加硫ゴムの流れがコントロールされるのが好ましい。
【０１３８】
　以上説明したように、本発明のタイヤ用モールド４８及びタイヤの製造方法によれば、
タイヤ２の接地面形状及び接地圧分布の適正化を図ることができる。そして、このタイヤ
用モールド４８及びタイヤの製造方法によって得られるタイヤ２は、適正な接地面形状及
び接地圧分布が得られるので、操縦安定性や耐摩耗性の向上を図ることができる。
【０１３９】
　前述したように、トレッド形成面５６の凸条６６はキャップ部２６を押し付ける。本発
明は、キャップ部２６のための未加硫ゴムのムーニー粘度が８０以上である場合において
、顕著な効果を奏する。なお、ムーニー粘度は、ムーニー粘度ＭＬ１＋４（１００℃）を
意味し、ＪＩＳ　Ｋ６３００－１に準じて測定される。
【産業上の利用可能性】
【０１４０】
　以上説明された、タイヤの接地面形状及び接地圧分布の適正化を図る技術は種々のタイ
ヤにも適用されうる。
【符号の説明】
【０１４１】
　２・・・タイヤ
　２ｒ・・・生タイヤ
　４・・・トレッド
　１４・・・コード補強層
　２２・・・トレッド面
　２４・・・ベース部
　２６・・・キャップ部
　３４・・・ベルト
　３６・・・バンド
　４０・・・溝
　４２、４２ｓ、４２ｍ、４２ｗ、４２ｎ・・・周方向溝
　４４、４４ｓ、４４ｍ・・・陸部
　４６、４６ｓ、４６ｍ・・・陸面
　４８・・・モールド
　５０・・・トレッドリング
　５６・・・トレッド形成面
　６４・・・キャビティ面
　６６、６６ｓ、６６ｍ、６６ｗ、６６ｎ・・・凸条
　６８、６８ｓ、６８ｍ・・・陸面形成部
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